
（平成２２年10月20日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認釧路地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



釧路厚生年金 事案 391 

 

第１ 委員会の結論 

  申立期間のうち、昭和 27 年９月から同年 12 月 23 日までの期間及び 29 年

４月から同年 11 月 17 日までの期間について、申立人は、厚生年金保険被保

険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 30 年１月７日から同年１月 15 日までの期間

について、申立人の当該期間における厚生年金保険被保険者資格の取得日及

び喪失日に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年９月から同年 12月 23日まで 

             ② 昭和 29年４月から同年 11月 17日まで 

             ③ 昭和 30年１月７日から同年１月 15日まで 

    ねんきん特別便を確認したところ、厚生年金保険の加入期間について漏

れていた期間があったので、加入記録の訂正を依頼したところ、17 か月の

加入記録が訂正された。 

しかし、勤務期間の記憶と厚生年金保険の加入期間に相違があるので、

申立期間①及び②について厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

    また、申立期間③については、既に教員として発令され、公立学校共済

組合に加入している期間であることから、厚生年金保険の加入記録が誤り

であると思われるので、加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）に係る申立期間①について、国の出先機関

から提供された連合国軍関係常傭使用人登録票及び駐留軍傭員身分証明書

（発行者：Ａ事業所長）によると、申立人は、昭和 27 年 12 月９日にＣ部隊

の事務員として採用され、29 年３月３日に部隊の都合により解雇と記録され

ていることから、申立人は、申立期間のうち、27 年９月から同年 12 月８日

までの期間は同事務所に勤務していなかったことが確認できる。 



また、申立人の連合国軍関係常傭使用人登録票の pay№欄の番号は、健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿における健康保険整理番号と一致し

ている上、記載されている勤務期間とＡ事業所における厚生年金保険の加入

期間は、ほぼ一致している。 

さらに、Ｄ事業所に係る申立期間②について、同事業所において厚生年金

保険の加入記録が有る複数の者に照会したところ、「当時、同事業所では数

百人の日本人が勤務しており、申立人が勤務していたかどうかは不明であ

る。」と回答しており、申立人の勤務実態等を確認することができないほか、

申立人は、「同事業所に入社した後に、本採用になったことを先輩から聞い

たことを覚えている。」と供述していることから、採用後、一定期間経過後

に本採用となったことが推認できる。 

加えて、Ｄ事業所において、厚生年金保険の加入記録が有る複数の者は、

「勤務期間と厚生年金保険の加入期間は一致していない。」と供述している

ことから、当時の事業主は、勤務していた者を採用後すぐに厚生年金保険に

加入させていた状況にはなかったことがうかがえる。 

また、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入状況について国の出先機関

に照会したところ、「申立人に関する当時の関係資料は保管されていな

い。」との回答を得ているほか、厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

一方、申立人は、Ｄ事業所に係る申立期間③について、同事業所を昭和 29

年 12 月に退職し、教員として発令された同年 12 月 16 日から公立学校共済組

合に加入していることから、同事業所における厚生年金保険の加入記録は誤

りであると申し立てている。 

しかし、Ｅ教育委員会から提供された辞令簿によると、昭和 29 年 12 月 16

日にＦ中学校（Ｇ分校）教諭に任命する発令を受けていることが確認できる

ものの、申立人は、「当時、Ｆ中学の校長から冬休み期間中のため、ゆっく

り着任しても良いとの連絡があり、正月は関東で過ごし、冬休み明けに着任

した記憶がある。」と供述している上、申立人と同様に本州から同校に赴任

した同僚は、「私は、29 年４月１日に教職員の採用の発令を受け、本州から

赴任したが、実際に着任したのは同年４月７日であった。私と同様に本州か

ら赴任した先生は、発令日には着任していなかったと思う。また、当時の冬

休みの終了日は１月 18 日前後だったと記憶している。」と供述していること

を踏まえると、申立人は、申立期間においては着任する前の期間であり、同

中学校の教諭として勤務していなかったことが推認できる。 

また、申立期間の厚生年金保険の加入状況について国の出先機関に照会し



たところ、「申立人に関する当時の関係資料は保管されていない。」との回

答を得ており、このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の申立期間③における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日

に係る記録の訂正を認めることはできない。 



釧路厚生年金 事案 392 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年３月から 27年 12月 12日まで 

             ② 昭和 28年２月 18日から同年８月４日まで 

             ③ 昭和 30年１月１日から同年７月１日まで 

④ 昭和 31年１月 30日から同年５月 20日まで 

⑤ 昭和 31年８月 26日から 35年８月１日まで 

（船舶所有者・Ａ氏若しくはＢ社） 

⑥ 昭和 36年２月 11日から同年３月 18日まで 

（Ｃ社） 

⑦ 昭和 37年５月 31日から同年６月 30日まで 

               （船舶所有者・Ｄ氏） 

船員保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間に加入記録が無いとの回答を得た。 

船舶所有者・Ａ氏若しくはＢ社には昭和 25 年３月から 35 年７月まで勤

務し、船員保険料が給料から引かれていた。Ｃ社及び船舶所有者・Ｄ氏に

ついては船員手帳に記載があるので、申立期間について船員保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

船舶所有者のＡ氏若しくはＢ社に係る申立期間①、②、③、④及び⑤につ

いて、オンライン記録によると、申立期間①のうち、昭和 25 年３月から同年

12 月 20 日までの期間、申立期間②のうち、28 年５月２日から同年８月４日

までの期間、申立期間③、④及び⑤について、両船舶所有者ともに適用事業

所にはなっていないほか、申立期間①のうち、25 年 12 月 20 日から 27 年 12

月 11 日までの期間及び申立期間②のうち、28 年２月 18 日から同年５月 19



日までの期間は、申立人の船員手帳では乗船の確認ができない。 

また、船舶所有者のＡ氏及びＢ社に係る船員保険の被保険者は 73 人おり、

このうち申立人については最も長い 25 か月の加入記録があるため、加入期間

が 20 か月を超える同僚のうち所在が判明した者に当時の状況を照会したとこ

ろ、申立人が申立期間に当該事業所に所属していたことは推認できる一方、

「当時、同船舶所有者の所有船は複数あり、私も最初は船員保険の適用とな

らない 20トン未満の船に乗った。」との供述も得ている。 

さらに、船員保険の加入記録がある船舶所有者の親族は、「申立人は 10 年

近く勤務していたのは間違いない。しかし、船員保険がどのように掛けられ

ていたかは分からず、当時の資料も無いが、漁船は３隻あり、船員保険を掛

けなくてもよい小型の船もあった。」と供述していることから、申立人は申

立期間において船員保険法の被保険者に該当しない 20 トン未満の船に乗って

いたと考えるのが自然である。 

船舶所有者のＣ社に係る申立期間⑥について、複数の同僚に照会したとこ

ろ、「Ｅ船で申立人とは一緒だったが、期間は不明。」との回答を得ている

ほか、「申立期間当時、会社から船員保険の加入についての説明は無かっ

た。」、「船員手帳の雇入、雇止の記録と船員保険の加入記録は必ずしも一

致していない。」との供述も得ている。 

また、Ｃ社に照会したところ、「当時の担当者は死亡しており、資料も保

存しておらず、当時の状況は不明。」との回答を得ている。 

船舶所有者のＤ氏に係る申立期間⑦について、船員保険被保険者名簿によ

ると、Ｄ氏は昭和 36 年８月１日から 37 年 10 月 31 日に適用事業所となって

おり、被保険者は 63 人いるが、整理番号に欠番は無く、申立人が一緒に乗船

したという同僚の名前も確認できない。 

また、船舶所有者のＤ氏に係る申立期間における被保険者は 12 人いるが、

すべて死亡しているか所在不明のため、当時の状況を確認することはできな

い。 

さらに、船舶所有者について該当すると思われる漁業協同組合に照会した

ところ、「船員手帳の住所欄に記載されているＥ事業所は過去において組合

員だったがすでに廃業し、関係者の所在は不明。船舶所有者のＤ氏について

は記録が無い。」との回答を得ている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主(船舶

所有者)により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



釧路厚生年金 事案 393 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月１日から同年 10月１日まで 

申立期間について社会保険事務所（当時）に照会したところ、年金加入

期間であったことを確認できない旨の回答を得た。 

    昭和 42 年４月１日からＡ事業所に臨時職員として勤務し、同年 10 月１

日に本採用になった。保険料控除の証明となる資料は無いが、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人から提出された辞令の写し及びＡ事業所から提出された人事台帳の

写しにより、申立人が申立期間において、臨時職員としてＡ事業所に勤務し

ていたことが確認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ事業所は昭和 46 年４月１日から厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではないことが

確認できる。 

また、Ａ事業所に照会したところ、「臨時職員は制度上、共済組合には加

入できず、現在は厚生年金保険に加入させている。当時の状況は資料を保管

していないため不明である。」との回答を得ており、申立人の厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

さらに、Ａ事業所が適用事業所となった昭和 46 年４月１日に資格を取得し

ている者のうち、連絡先が判明した二人に照会したところ、いずれも資格取

得日以前から臨時職員として勤務しており、「勤務した当初は共済組合にも

厚生年金保険にも加入していなかった。」と供述していることから、同役場

は、同年４月１日以前の期間には、臨時職員について厚生年金保険の加入手

続を行っていなかったことがうかがえる。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



釧路厚生年金 事案 394 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年５月１日から同年８月３日まで 

    厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、申立期間について厚生年金保険の加入記録が無いとの回答を得た。 

昭和 23 年５月１日にＡ社Ｂ事業所に入社し一貫してＣ職として勤務して

おり、厚生年金保険に加入し保険料を支払っていると思うので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ａ社から申立人へ交付された「感謝状」及び複数の

同僚等の供述から、申立人が申立期間において同社Ｂ事業所に勤務していた

ことが確認できる。 

   しかし、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、申立人と同

日（昭和 23 年８月３日）に資格取得した被保険者は 12 人おり、そのうち所

在が判明した６人に照会したところ、３人が当該資格取得日より前に入社し

ていたと回答しているほか、回答を得られなかった３人のうち１人及び所在

不明６人のうち１人の雇用保険記録を調査したところ、いずれも資格取得年

月日が厚生年金保険の資格取得日より前の日付となっている。 

   このことから、申立人のみの加入手続が遅れたとは言い難く、申立期間に

おいて、Ａ社Ｂ事業所は、従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる

取扱いではなく、また、特定の日にまとめて加入させていたものと考えられ

る。 

   さらに、申立人は、「昭和 23 年５月１日に正社員としての辞令を受けたが、

実際の入社は同年２月ころだったと思う。その際は、臨時社員として入社し

た。」と供述していることに加え、申立期間当時にＡ社Ｂ事業所で経理を担



当していた者は、「臨時社員として雇用されている間は厚生年金保険に加入

させず、正社員として採用される際に加入させていた。臨時社員は試用期間

を経て、正式に採用される仕組みだった。」と述べているところ、申立人と

同様に 23 年５月１日に正社員の辞令を受けたとする同僚（厚生年金保険の

資格取得は同年８月３日）から提供された当該辞令の写しによれば、職名が

「見習」となっていることから、採用された職員は一定の試用期間の間に、

臨時社員（見習）として採用される辞令が交付されるものの、その後、正社

員となった時に厚生年金保険の加入手続がされていたと推測できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


